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北海道大学大学院教育学研究院紀要

第129号　2017年12月

教育現場における自傷児童生徒支援の課題について

－文献レビュー－

穴　水　ゆかり＊・加　藤　弘　通＊＊

【要旨】　本稿では，過去の自傷研究を整理することにより，学校教育現場の自傷児童生徒支援

において検討すべき学術的課題を示すことを目的とした。まず自傷の用語と定義の問題につい

て検討し，児童生徒の自傷の実態と関連する問題行動および背景要因について整理した。その

結果，定義や実態については調査研究により大きな幅があり，教育現場で認識される自傷とも

隔たりがあることから，ある種の自傷が見逃されている可能性が明らかになった。また関連要

因の検討から，教員は自傷行為そのものだけではなく，さまざまな問題行動や関連要因を通し

て自傷の発見・対応に努める必要があり，その一方で，自傷を通して，彼らが置かれている環

境や心理面の問題に気づくことも重要と考えられた。今後の自傷研究の課題としては，養護教

諭は研修等を通して自傷への理解を深めること，養護教諭のみならず一般教員を対象とした実

態調査や，発達差に留意した研究の必要性が示唆された。

【キーワード】自傷行為，児童生徒，教員／養護教諭，かかわり／支援，文献レビュー

はじめに

　自傷行為に関する研究はおもに1970年代以降に始まり，近年では国内外で活発に研究が進め

られている。だが中学校や高校に勤務する養護教諭のほぼ100％が生徒の自傷に対応した経験

をもつ一方で，その６割以上が「どう対応すべきかわからなかった」と回答している（松本・

今村・勝又, 2009a）。つまり，教育現場における具体的な自傷に対する対応については今なお

確立しているとはいえない。したがって，これまでの自傷研究を教育現場という視点から整理

し直し，その課題を検討することは教育現場にとって喫緊の課題であると考えられる。

　国内でみられる自傷研究における体系的な文献レビューはいくつかあり，自傷研究の課題が

指摘されてきた。たとえば山口他（2014a）は自傷研究の変遷と現状の概観から，一貫性のあ

る包括的研究や自殺念慮との関連を検討した研究，自傷者の心理特性因果モデルの検討が不足

していることと併せて，学校臨床における予防支援研究が少ないことを指摘している。また浅

野（2015）は自傷の実態や関連要因，自傷者の特徴についての概観を通し，自傷の方法や部位

により自傷の要因や臨床像に違いがみられることから，対象とする行為ごとの要因や臨床像の

アセスメント研究が必要であると指摘している。これらの研究は生徒や学生支援の視点からの

レビューではあるものの，精神保健関連の専門職や，心理や教育相談等の知識をもつ教員が行

う支援に重きを置いたものであると考えられる。だが，教育現場で児童生徒と接している教員

の大多数は，児童期青年期の精神保健や教育相談等について深い知識やスキルを身につけてい
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るとは限らない。さらに，これまでの研究から自傷はさまざまな問題行動と関連して起きるこ

とが知られている。教育現場においては，このことへの理解によって，問題行動の発見をきっ

かけとした自傷の把握や，あるいは自傷の発見がそれに付随する問題行動への気づきにつなが

り，対応への可能性が高まることも期待される。

　そこで本稿では，学校教育現場における自傷児童生徒支援をさらに進めるために，自傷に関

する先行研究から，特に教育現場に関係するものを取り上げ，整理する。その上で，主として

精神保健の専門職ではない，養護教諭を含む教育現場の教員による自傷児童生徒支援について

の課題を検討することが本稿の目的である。

　具体的には以下の３つの点について先行研究を整理し，教育現場における課題を検討する。

まず，（1）自傷の用語と定義について整理する。自傷研究では，自傷と定義されるものにはさ

まざまな現象が含まれており，教育現場で問題とされる自傷とは必ずしも一致していないため

である。先行研究が扱っている自傷の定義を整理することにより，教育現場で問題となる自傷

と比較し，課題を検討する。その上で，（2）国内外における自傷研究を概観し，自傷の実態と

関連する問題およびその要因について検討する。そして，教育現場で自傷と関連して注意すべ

き，諸問題を把握すると同時に，その発生・継続に関係する要因を明らかにする。最後に以上

をふまえ，（3）教育現場における自傷研究の展望と課題について検討する。

１　「自傷行為」の定義

　自傷行為とはもっとも広義には「意図的に自らの身体を傷つける行動」である。その具体的

な内容については切る，刺す，叩くなどの「身体への直接的損傷」を含むまでは共通している

ものの，自殺念慮・企図の有無や，アルコールや薬物乱用・依存，摂食障害，過量服薬，縊首

や飛び降りなどの自殺企図といった自己破壊行動の範囲等により，その用語と定義は統一され

ずに現在に至っている。

 例えば，国内外の自傷に関する研究では，日本における自傷行為に対応するものとして

（1）パラ自殺（parasuicide），（2）非致死的自殺関連行動（non-fatal suicidal behavior），

（3）故意に自分を傷つける行為（deliberate self-harm：DSH），（4）自傷行為（self-mutilation, 

self-injury, self-harm, self-wounding），（5）自傷（的）行動（self-injurious behavior： 

SIB, Direct Self-injurious Behavior：D-SIB）等の用語が使用されている。しかし，それぞ

れの概念が指す具体的な行動には差異がある。そこでまず，自傷行為に関連する概念を整理す

るために，表１に，各概念が示す具体的な行動を示した。

　表１にみられる通り，同じ自傷行為に対応する概念であっても，それが指す具体的な行動は

いくつかの水準に定義を分けることができると考えられる。

（1）狭義な定義：狭義な定義としては，刃物等による身体への直接的損傷に限るものであり，

Self-Mutilation, Self-Injury, Self-Wounding, Self-Injurious Behavior （SIB）, Direct 

Self-Injurious Behavior （D-SIB）, Non-Suicidal Self-Injury （NSSI）の一部（Claes & 

Vandereycken, 2007）が該当し，もっとも狭義なものとしては，損傷を手首のみに限定した

Wrist-Cutting Syndromeがある。
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（2）中間的な定義：中間的な定義としては，狭義の定義に過量服薬，アルコール，薬物乱用・

依存が加わるものであり，Deliberate Self-Harm （DSH）の一部やNSSIの一部が該当する 

（Pattison & Kahan, 1983; Gratz, 2002; Patton, Harris, Carlin, Hibbert, Coffey, 

Schwartz & Bowes, 1997; Somer, Bildik, Kabukcu-Basay, Gu¨ngo¨r, Basay & 

Farmer, 2015）。さらに摂食障害を加えるものもあり，DSHの一部やSelf-Harmが該当する 

（Favazza & Conterio, 1989; Taiminen, Kallio-Soukainen, Nokso-Koivisto, Kaljonen & 

Helenius, 1998）。

（3）広義な定義：最後に最も広義な定義としては，中間的な定義のいずれかに自殺につながる

可能性がある行為（縊死・溺水・飛び降り，自殺企図等）を含めるものであり，自傷行為を自

殺の辺縁に位置づける考え方である （De Leo, Burgis, Bertolote, Kerkhof & Bille-Brahe, 

2006）。 例 え ば，Parasuicide （Kreitman, Philip, Greer, & Bagley, 1969），Non-Fatal 

Suicidal Behavior （World Health Organization, 1986），一部のDSH（Morgan, Burn-

Cox & Pottle, 1976）等が該当する。

　このように自傷の定義については，その中に薬物問題や摂食障害を含めるか，さらに自殺関

連行動を含めるかによって，いくつかの水準に分け，定義することが可能である。そして，こ

れまでの自傷に関する先行研究でも，「自傷」として扱う具体的な行為が研究者により異なっ

てきた。そのため，過去の自傷研究のデータを比較する際にも，それぞれの研究が具体的にど

のような行為を指して自傷という言葉を用いているのか注意を要する。特に最も使用されるこ

とが多いDSHに関しては，同じ用語を用いていても，中間的な水準と広義の水準が混在して

いる。個々の研究が具体的にどのような現象を対象としているのかについては，慎重な検討が

必要である。

　また自傷の定義に関して，このような幅があることを理解しておくことは，教育現場にとっ

ても有益であると考えられる。なぜなら，教育現場においては自傷といえばリストカットなど

が特に注目されがちで，「自傷」イコール「自己切傷」と捉えられていることも少なくない。

そのため，摂食障害や薬物・物質乱用が自傷行為の一部，あるいはそれに関連するものとして

とらえられず，適切な支援に繋がらないこともあるからである。さらに狭義の定義についても，

自己切傷以外に「頭をぶつける」「拳で物を殴る」「抜毛」等のさまざまな行動については，教

育現場においては，自傷としての理解がなければ，頭をぶつける，拳で物を殴る等は粗暴行為

か発達障害による強迫的行動，抜毛症等は神経症的な行動とみなされ，「自傷」という観点か

らでは見逃されやすくなる。自傷の定義の統一についてはいまだ議論が続いているが，教育現

場においてこの問題に広く適切に対応するためにも，まずは自傷をリストカットに代表される

自己切傷に限定することなく，さまざまな行動に自傷の可能性があることを理解しておく必要

があると考えられる。

　それでは教育現場に携わる者は，児童生徒のどのような行動に自傷との関連性をみるべきな

のだろうか。以下では，従来の研究を参考に「自傷行為」を広くとらえ，児童生徒の自傷の実

態を概観するとともに，自傷と関連するとされる問題行動とその要因について検討していく。
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２　自傷の実態と関連要因に関する研究

　学校をベースとした調査の多くは，中学・高校生や大学生を対象とした質問紙調査によるも

ので，おもに1990年代末頃から行われてきた。そのなかで自傷の経験率や方法等の実態と併せ，

自傷と関連する問題行動，家庭環境や友人関係等の環境要因，自傷者のパーソナリティや心理

的要因，援助希求等が検討されてきた。

　以下ではこれまでの調査から明らかにされていることについて，（1）自傷の実態，（2）他の

問題行動との関連，（3）環境要因との関連，（4）パーソナリティ・心理的要因，（5）自殺予防

としての自傷対応という順で概観する。

（1）自傷の実態について

　「自傷の実態」に関しては，自傷経験率の他，自傷の方法（De Leo & Heller, 2004；

Madge et al., 2008）や行われる場所や自傷行動にいたった理由（Madge et al., 2008）等，

さまざまな観点から明らかにされている。

　表２に示したとおり，児童生徒の自傷経験率は，多くの調査により明らかにされており，例

えば生涯自傷率でみると，13－19歳の中学・高校生世代の男子では3.1％～32.0％，女子は

5.7％～44.5％と，調査によって大きな差がみられる。また性差については，女子は男子より

も自傷経験率が高いとする研究が多い（Bjärehed & Lundh, 2008; Hawton, Rodham, 

Evans & Weatherall, 2002; Hawton et al., 2003; Lundh, Lundh & Rehed, 2011; 

Pawłowska, Potembska, Zygo, Olajossy & Dziurzyńska, 2016; Rodham, Hawton & 

Evans, 2004; Ross & Heath, 2002; Shek & Lu, 2012; Tsai, Chen, Chen, Hsiao & 

Chien, 2011）。

　さらに性差については自傷経験自体に差はなく，自傷の方法に差があるとする研究もある。

例えば，腕や身体を切る，髪を抜くでは女子が多く（Lundh, Karim & Quilisch, 2007; 

Zoroglu et al., 2003），自己殴打や熱傷は男子で多いという報告がある（Brunner et al., 

2014; Wan, Hu, Hao, Sun & Tao, 2011）。

　一方，日本における自傷研究では，古くは西園（1978）や西園・安岡（1979）などがあり，

これらの研究では養護教諭を通じた調査から，中学校及び高等学校における手首自傷症候群の

散在的な発生が報告されている。近年では日本学校保健会（2013）があり，養護教諭が過去１

年間で把握した「リストカットなどの自傷行為に関する問題」を報告している。それによると

児童生徒1,000人あたりの自傷行為を行った児童生徒数は小学校0.2人，中学校4.5人，高等学校

3.7人であった。ただし，この調査では自傷行為の内容が具体的に示されていないため，回答

者それぞれがリストカットの他にどのような行動を自傷と捉えていたのかはっきりしない。し

かし児童生徒1,000人あたりの摂食障害の発生率（小学校0.2人，中学校1.2人，高等学校1.7人）

やうつ病等の精神疾患の発生率（小学校0.3人，中学校2.3人，高等学校3.3人）と較べても，自

傷の問題を抱える児童生徒は少なくないと思われる。

　一方，自己切傷経験に対象を絞った調査では，中学生男子で2.1％～8.0％，女子で3.5％～9.3％

（Izutsu et al., 2006; 松本・今村，2009; 岡田他，2010; 大嶽他，2012），高校生男子で

5.2％～5.4％，女子で9.7％～14.3％（穴水・田中，2010a；濱田他，2009；山口・松本，2005）

と報告されており（表２），自己切傷経験に限定しても，養護教諭が把握した児童生徒数（日
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表２　各国の青少年の自傷経験率と，定義された「自傷」の概念

概念 国　　名 年齢層
生涯自傷率 過去１年の自傷率

研究者・研究機関
男子 女子 男子 女子

狭義の
定義

Self-mutilation カナダ
６-11年生
（平均年齢不明）

13.0％ Rossとheath（2002）

Self-mutilation トルコ
高校生：14-17歳
（平均15.9歳)

21.5％ 21.3％ Zoroglu et al.（2003）

Self-injuly ポーランド 高校生（16-19歳） 6.9％ 15.7％ Pawlowska et al.（2016）

SIB=自傷行為 日本 高校生（16.2歳) 12.4％ 山口他（2013年）

D-SIB オーストリア

平均14.9歳の生徒

21.3％ 30.2％

Brunner et al.（2014）

エストニア 27.4％ 37.6％

フランス 28.6％ 43.1％

ドイツ 24.8％ 44.5％

ハンガリー 14.4％ 19.0％

アイルランド 21.9％ 18.7％

イスラエル 32.0％ 34.8％

イタリア 20.5％ 21.1％

ルーマニア 22.4％ 19.6％

スロベニア 21.8％ 29.6％

スペイン 25.8％ 32.3％

NSSI トルコ
高校生：９-12年生
（平均16.8歳)

31.0％ Somer et al.（2015）

NSSI ベルギー
高校生：９-12年生
（平均16.1歳)

16.5％ Luyckx et al.（2015）

刃物で切る 日本
高校生：２年生
（平均16.2歳)

14.3％ 山口・松本（2005）

６種のうち１つ以上

日本
高校生：１-３年生
（平均16.7歳）

39.8％ 42.3％

濱田他（2009）

　刃物で切る 5.2％ 9.7％

　尖ったもので 13.8％ 19.0％

　頭をぶつける 13.4％ 13.0％

　身体をぶつける 27.9％ 23.5％

　髪の毛を抜く 19.0％ 21.6％

　皮膚をかく 9.7％ 14.2％

刃物で切る 日本 高校生：１-３年生 5.4％ 13.4％ 穴水・田中（2010a）

刃物で切る
日本

中学生：２-３年生
（平均14.2歳）

8.0％ 9.3％
Izutsu et al.（2006）

拳や頭をなぐる 27.7％ 12.2％

刃物などで切る
日本 中学生：１-３年生

2.1％ 3.5％
岡田他，2010;

たたく，なぐる 7.7％ 8.8％

刃物で切る

日本
中学生：１-３年生
（平均13.7歳）

5.9％ 7.0％

松本・今村（2009）

刺す 9.3％ 16.5％

殴る 31.7％ 28.1％

頭を打ちつける 14.4％ 11.1％

掻きむしる 9.3％ 6.3％

つねる 5.1％ 9.4％

噛む 14.4％ 20.3％

火傷させる 0.8％ 0.8％

刃物などで切る
日本 中学生：１-３年生

2.4％ 5.6％
大嶽他（2012）

たたく，なぐる 9.9％ 8.1％

中間的な
定義

DSH オーストラリア
高校生：15-16歳
（平均15.9歳）

4.0％ 6.4％ Patton et al.（1997）

DSH

オーストラリア

14-17歳

3.1％ 17.0％ 1.7％ 11.7％

Madge et al.（2008）

ベルギー 6.5％ 15.3％ 4.2％ 10.5％

イングランド 4.8％ 16.7％ 3.2％ 11.1％

ハンガリー 3.4％ 10.3％ 1.7％ 6.2％

アイルランド 4.4％ 13.9％ 2.4％ 8.8％

オランダ 2.4％ 5.7％ 1.6％ 3.6％

ノルウェイ 5.0％ 16.4％ 2.9％ 10.6％

DSH

オーストラリア

15-16歳

6.6％

Rossow et al.（2007）

ベルギー 7.7％

イングランド 6.7％

ハンガリー 3.7％

アイルランド 5.9％

オランダ 2.7％

ノルウェイ 6.6％

DSH 台湾
高校生
（学年・年齢等不明）

8.9％ 19.2％ Tsai et al.（2011）

Self-harm, Self-
harming behavior
（併用）

カナダ
高校生：13-18歳
（平均15.3歳）

8.5％ 16.9％
Laye-Gindhu & Schonert-
Reichl（2005）

広義な
定義

non-fatal suicidal 
behavior

インド 12-19歳（平均14.7歳） 18.0％ 6.1％
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本学校保健会，2013）との間に大きな乖離がみられる。さらに「自傷」の定義を広くとると，

この数値はさらに高くなることが予想される。たとえば表２のとおり，濱田他（2009）では刃

物による自傷経験率は男子5.1％，女子9.7％だが，６種のうち１種類以上の自傷行為を経験し

た中学生は男子39.8％，女子42.3％にのぼると報告している。これらのデータの差異から，教

育現場においては，教師に見逃されているケースが多数あると思われる。特に定義の項で述べ

たように，粗暴行為や神経症的な行動，発達障害による強迫行動等と考えられ，自傷とみなさ

れていないケースも多いと考えられる。

　また自傷の性差について言及した研究はそれほど多くないが，濱田他（2009）によれば自傷

経験に性差はみられず，刃物による自傷のみが女子で多かったと報告されている。穴水・田中

（2010a）でも身体を切る自傷の経験率は女子で高く，自傷を始めた年齢に性差はみられなかっ

たが，女子では自傷が長期化しやすい傾向がみられた。

　この他，自傷の実態に関しては，自傷の方法（濱田他，2009；松本・今村，2009），反復性

があること（穴水・田中，2010a；山口と松本，2005），自傷前後の感情（濱田他，2009），自

傷行動にいたった理由（穴水・田中，2010b）等が明らかにされている。

それではこのような自傷について，どのような関連要因および関連する行動が指摘されている

のだろうか。以下では自傷にかかわる要因・行動についてみていく。

（2）自傷と関連する問題行動および背景要因

　これまでの研究から自傷は単独で生じるというよりもさまざまな問題行動と関連して起きる

ことが知られている。また教育現場においては自傷自体を把握できない場合が多いとしても，

関連する問題行動を知ることで，その発見をきっかけに自傷を把握し，対応できる可能性が高

まることも期待される。あるいは，自傷の把握が別の問題行動の発見と対応につながることも

期待される。そこで，まずは自傷との関連が指摘されている問題行動について概観する。

① 自傷と関連する問題行動

　自傷と他の問題行動との関連については，いじめ（Brunner et al., 2014）や怠学（Sidhartha 

& Jena, 2006; Tsai et al., 2011），飲酒・喫煙・タトゥー・家出（Bjärehed & Lundh, 

2008; Brunner et al., 2014; Madge et al., 2008; Pawlowska et al., 2016; Rossow et 

al., 2007; Swahn et al., 2012; Tsai et al., 2011; Wan et al., 2011）といった反社会的な

行動との関連性が指摘されてきた。

　例えば，Brunner et al.（2014）の報告では，仲間によるいじめを受けた経験は，自傷経験

のない生徒（以下，非自傷生徒）では4.9％だったが，数回（４回以下）の自傷経験がある生

徒（以下，自傷生徒）では12.0％，５回以上自傷を繰り返した経験をもつ生徒では22.5％にの

ぼり，いじめの被害経験が自傷経験に影響することが指摘されている。 同様の指摘は他の研

究でもなされており，Klomek et al.（2016）は，身体的・言語的・関係性のいじめは，いず

れも自傷のリスクを高める要因であると報告している。

　また，自傷生徒では非自傷生徒と較べて，怠学・無断欠席が多いことも知られている（Brunner 

et al., 2014）。さらに家出の経験については，自傷生徒は非自傷生徒よりも女子で約４倍，男

子では約5.7倍に上るという報告もある（Pawlowska et al., 2016）。

　飲酒・喫煙に関しては，非自傷生徒の飲酒経験が23.4％に対して，数回自傷した生徒はその
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約２倍の41.2％，５回以上自傷を繰り返した生徒では，約2.6倍の56.8％だった。喫煙経験につ

いても，非自傷生徒が16.7％であったのに対し，同じく34.6％，48.3％と，約２～３倍にのぼっ

ている（Brunner et al., 2014）。これ以外にも，タトゥー（Tsai et al., 2011），過量服薬・

違法薬物の使用（Brunner et al., 2014; De Leo et al., 2004; Hawton et al., 2002; 

Klomek et al., 2016; Madge et al., 2008; Pawlowska et al, 2016）など，さまざまな反

社会的行動との関連性が指摘されてきた。

　また女子では摂食障害等の非社会的行動との関連性も指摘されていおり（Bjärehed & 

Lundh, 2008），身体像の認知に問題があること（Muehlenkamp & Brausch, 2012; Wan et 

al., 2011）や，自分の身体への肯定感の低さ（Bjärehed & Lundh, 2008）が指摘されている。

例えば，Wan et al.（2011）では，身体像の認知に問題がみられたのは自傷を繰り返した生

徒のみであることや，不健康な体重制限をすることについては，自傷を繰り返した生徒では，

非自傷生徒の２倍にのぼると報告されている。この他の身体的な問題として，頭痛の既往や避

妊しない性行為との関連性も指摘されている（Tsai et al., 2011）。

　さらに学校生活との関連では，自傷経験と学習面の問題との間には強い相関関係があること

が指摘されており（Pawlowska et al., 2016），学業に秀でた学校では生徒の自傷経験率が低

くなるという指摘もある（Shek & Lu, 2012）。

　一方，日本においても，児童生徒の自傷とその他の問題行動の関連性が，いくつかの研究か

ら明らかにされている。反社会的行動については，諸外国の研究でも指摘されていた飲酒・喫

煙（穴水・田中，2010a；穴水・田中，2010b；松本・今村，2006；山口・松本，2005），薬物

使用の経験（Izutsu et al., 2006；松本・今村，2006）との関連が指摘されている。例えば穴

水・田中（2010a）では，週数回以上飲酒をすると回答した自傷生徒は12.5％で非自傷生徒の

2.6倍，週数回以上の喫煙は19.4％と，非自傷生徒の2.7倍の経験率だった。穴水・田中（2010a）

は，飲酒や喫煙は緊張や不安，怒り等の苦痛な感情を取り除くという点で，自傷と同じ効果を

有しているのではないかと推測している。

　また日本では，ピアスの経験率も自傷経験者では高いことが報告されている（穴水・田中，

2010a；大嶽他，2012；岡田他，2010；山口・松本，2005）。例えば，穴水・田中（2010a）では，

自傷生徒の43.1％でピアス経験があり，この経験率は非自傷生徒の約2.7倍にあたることが明

らかとなった。但し山口・松本（2005）は，ピアスは自傷を促進させる危険因子というよりも，

自傷者に特徴的な行動であると指摘している。

　一方，非社会的な行動については，自傷と食行動異常との関連が指摘されている（穴水・田

中，2010a；松本・今村，2006）。松本・今村（2006）では，厳しい食事制限の経験は，自傷生

徒は非自傷生徒の約３倍の6.6％で，過食経験は約２倍の46.7％が経験していた。松本・今村

（2006）は，自傷や食行動異常ばかりでなく，非社会的・反社会的行動自体が「故意に自分の

健康を害する」行為としての側面をもつ可能性を指摘している。

　以上のことから，自傷を行う児童生徒は自傷だけではなく，それ以外にもさまざまな問題行

動を示していること，また学業態度や成績，友人関係や身体的な健康の問題など，さまざまな

兆候が示される可能性があることが示唆される。したがって教育現場においては，児童生徒の

これらの問題に対応しつつも，それを手がかかりとし，その背後に自傷の問題が潜んでいない

かということにまで配慮する必要があるだろう。

　また諸外国の研究と比較して，わが国では特に教育現場で問題となるいじめや怠学，引きこ
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もり等の問題行動，あるいは学業成績（学業不振）との関連を検討した研究が少ない。今後は

これらの調査を進めていくことが課題である。

② 自傷の背景要因

　それでは自傷はなぜ生じるのだろうか。自傷の背景については，これまでの研究からさまざ

まな関連要因が指摘されている。ここでは環境要因と，パーソナリティ・心理的要因に分けて

概観する。

環境要因：自傷の背景となる環境要因としては，自傷児童生徒の親は子どもに目を向けていな

い，子どもが抱えている問題を理解しないといった親子関係の問題があること（Brunner et 

al., 2014; Shek et al., 2012; Pawlowska et al., 2016）や，家庭の経済的な問題（Wan et 

al., 2011），さらには虐待（Brunner et al., 2014；Pawlowska et al., 2016; Swahn et al., 

2012; Tsai et al., 2011；Zoroglu et al., 2003），家族のアルコール依存（Pawlowska et 

al, 2016）といった問題があることが，自傷のリスク要因として指摘されている。それに対して，

自傷経験率を下げる保護要因として，親や友人によるサポートがあげられている（Klomek et 

al., 2016）。

　さらに最近では，上記とは異なる環境要因にかかわる視点として人種や民族の問題（Swahn 

et al., 2012）も指摘されている。例えば，Young, Sproeber, Groschwitz, Preiss & Plener

（2014）はサブカルチャーの視点から，ある種のマイノリティグループの青少年が，集団への

帰属意識を示す結果として自傷をすることもあることを明らかにしている。

　他にも居住する地域や学校の違いが，児童生徒の自傷経験に影響することも指摘されている。

例えばポーランドでは，男子では差異がみられなかったが，女子高校生の自傷経験率は地方で

は13.4％，都市部では17.9％と，都会の女子生徒でより高くみられた（Pawlowska et al., 

2016）。一方，中国３地域を比較した調査では，自傷経験率では都市部と地方との差異はみら

れなかったが，繰り返し自傷を行った生徒はハルビン市のある中部で9.6％，北京と上海を抱

える東部は11.6％で，四川省に接する西部では，中部の約２倍である18.6％にのぼった（Wan 

et al., 2011）。Wan et al（2011）はこれらの結果から，自傷には経済的事情や文化的背景も

影響しているのではないかと指摘している。

　以上のように自傷の背景要因には，家庭環境のみならず地域差などの社会的要因も関連して

おり，非常に複雑な要因が絡むことが明らかにされている。

　一方，日本でも家庭環境や親子関係に問題を抱える生徒で自傷経験率が高いことが指摘され

ているが（穴水・田中，2010a；穴水・田中，2010b；井上，2015；松本・今村，2006），地域

や文化，経済的格差等について言及した研究はみられない。その一方で，学校教育との関連で

は，担任教師への不信感（松本・今村，2006）との関連が報告され，また，初めての自傷には

友人やマスメディアの影響がみられることが指摘されている（大門, 2008）。しかし，教育現

場で多くの教師が悩まされる，自傷の伝染性や流行性に関して触れた研究は学校ベースではこ

の他にはみられず，今後さらなる研究が期待される。

パーソナリティ・心理的要因：自傷には環境要因だけでなく，パーソナリティ要因やその他の

心理的要因も関連していることが，多くの研究によって明らかにされている。パーソナリティ
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要因としては例えば，注意力の低さ（Lundh et al., 2007）や，敵意，言語や間接的な攻撃性

（Tang et al., 2013），刺激追求（Brunner et al., 2014）や衝動性（Hawton et al., 2002; 

Pawlowska et al., 2016; Swahn et al., 2012）の強さ等との関連性が指摘されてきた。また，

発達との関連では，Luyckx, Gandhi, Bijttebier, & Claes （2015）は自傷と未発達なアイデ

ンティティとの関連に注目し，臨床医は治療の際に自傷行動そのものばかりでなく，アイデン

ティティの問題に注意を払うべきだと述べている。

　さらに心理面に関連する問題として，抑うつや不安感（Brunner et al., 2014; Hawton et 

al., 2002; Klomek et al., 2016; Ross & Heath, 2002; Swahn et al., 2012; Wan et al., 

2011），孤独感や罪悪感，無力感（Klomek et al., 2016; Pawlowska et al., 2016），心的外

傷や解離（Zoroglu et al., 2003），ネガティブな思考や低い自己肯定感（Bjärehed & 

Lundh, 2008; Hawton et al., 2002），怒りの感情及びコントロール不全（Laye-Gindhu & 

Schonert-Reichl，2005; Pawlowska et al., 2016）との関連も指摘されている。

　特に抑うつに関しては，多くの研究が自傷との関連を明らかにしている。例えばBrunner 

et al.（2014）では，非自傷生徒における抑うつ傾向が10.8％だったのに対し，数回の自傷経

験がある生徒で28.5％，繰り返し自傷した経験のある生徒では58.1％と約６割にのぼり，抑う

つと自傷の強いかかわりが示された。わが国では中学１年生の生徒の4.1％にうつ病が疑われ

る（傳田, 2008）と報告されるなど，うつは若年層においても問題視されており，無視できな

い問題である。したがって，児童生徒にうつ的な兆候がみられた際には，自傷を伴っていない

かということも確認する必要もあるだろう。

　わが国の自傷の背景要因に関する研究では，境界性心性（井上，2015）や過活動（Izutsu 

et al., 2006）などが指摘される一方で，諸外国の研究と同様，解離傾向や対他的過剰適応傾

向（穴水・田中，2010a），抑うつとの関連が指摘されている（大嶽他，2012）。例えば，穴水・

田中（2010a）では，A-DES（青年向け解離体験尺度）において病的な解離が認められるとさ

れるカットオフ値（4.0点以上）を超えた高校生は，非自傷生徒では5.8％であるのに対し，自

傷生徒では33.8％に上った。

　自傷と関連する心理的要因については，自己否定感や不安感の強さ（山口・窪田・松本・橋

本・宗像，2013；山口他，2014b），自尊心の低さ（松本・今村，2006）との関連性が指摘さ

れている。しかし，欧米に較べるとこの分野に関する研究はそれほど多くはなく，特に自他へ

の攻撃性，衝動性や行動障害といったパーソナリティ要因やアイデンティティ形成といった，

発達の問題にかかわる研究は少ない。

　以上のように，自傷の背景には環境，パーソナリティ・心理的なさまざまな要因が指摘され

ている。つまり，自傷は単一の原因によって引き起こされるものではなく，複数の要因が絡み

合って引きおこされた一症状，あるいはさまざまな症状を引き起こす問題行動といえる。した

がって，教育現場では児童生徒の環境，あるいはパーソナリティや心理的な問題を通して，自

傷の発見・対応に努める必要がある一方で，逆に自傷を通して，彼らが置かれている環境，心

理面での他の問題に気づくことも重要であると思われる。
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４　自傷への予防対応とその課題

　中高生世代の自傷の実態やその背景については，これまで述べてきたとおり，国内外ともに

さまざまなことが明らかになってきた。また，文化的背景等による差違はあるにせよ，各国と

日本でみられる中高生の自傷の実態や関連要因には共通する傾向や結果がみられ，自傷生徒支

援の参考になり得ると思われる。それでは，児童生徒の自傷への対応について，どのようなこ

とが指摘されているのだろうか。以下では，我が国の自傷への予防対応とその課題について概

観する。

　養護教諭による，自傷児童生徒に対する具体的な対応としては，多くの研究が当該児童生徒

との信頼関係づくりと校内の連携体制の強化を指摘している。例えば安福・平松・出水・佐藤

（2010）は，自傷生徒を専門的な治療者へつなぐためにも，養護教諭が信頼できる存在である

ことが重要であると述べている。教員や養護教諭と自傷生徒の信頼関係については，毛利・加

藤・松本（2016）や坂口（2013）も指摘しており，毛利他（2016）は，養護教諭は子どものす

べてを受け止めた上で，自傷に代わる気持ちを切り替える方法を一緒に考えていくことが重要

であると具体的な対応の方向性を述べている。

　一方，松本・今村（2006）による調査からは，大多数の養護教諭は児童生徒への自傷対応経

験をもつが，その多くが児童生徒の自傷対応に苦慮していることが明らかになった。例えば，

自傷対応経験をもつ養護教諭のうち84.1％が，自傷児童生徒は家庭の問題を抱えていたと考え

る中で，自傷児童生徒支援の際に，いかにして家庭と連携するかということが課題として挙げ

られた。また，養護教諭の83.1％が自傷を「周囲の関心を引く」行為と考えており，自殺行動

と捉える養護教諭はわずか0.4％であったという調査結果から，養護教諭における自傷に対す

る認識不足が危惧された。これらの結果から，松本・今村（2006）は，養護教諭が適切に自傷

を理解するための支援や研修体制の検討，人的資源の増強を考慮する必要があると指摘してい

る。

　また，金（2009）は養護教諭の児童生徒及び家族対応における問題と限界，特に組織的対応

システムや医療専門機関とのネットワーク等について望まれること等を明らかにしている。例

えば対応面の問題として，児童生徒の自傷の深刻度・危険度への判断や対応の難しさといった

養護教諭側の問題ばかりでなく，児童生徒が自らの行為の危険性や周囲への影響を理解してい

ないということが上位の問題として報告された。また対応上の要望としては，専門的知識を学

ぶための研修会や，緊急対応を要する場合の専門家による公的相談窓口の必要性等が挙げられ

た。具体的には，研修等の機会としては，自傷やその他の精神的トラブルにかかわる専門的知

識や，児童生徒及び家族への具体的な対応法を学ぶための研修会，専門家を交えた検討会や，

専門家のコンサルテーションを受けられる制度的な機会が挙げられた。組織的な対応では，緊

急時の精神科医・臨床心理士による公的相談窓口の設置，専門知識が豊富な臨床心理士の派遣，

紹介できる専門機関のネットワークや，保護者連絡における手順や方法の整備等が望まれた。

　以上のように自傷に関する予防や対応について徐々に研究がなされてきてはいるが，その数

は多くない。しかし上記の研究から今後の課題も含め，共通して養護教諭，教育現場に求めら

れる自傷への対応としては，以下の３つを指摘することができる。１つは，自傷児童生徒と支

援者の信頼関係の形成であり，２つは，学校内外での対応の連携体制の確立，そして最後に，

研修等を通し自傷に対する知識や理解を深めることである。
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　そして，これらのことはそれぞれ独立したものではなく，相互に関連し合うものでもあると

考えられる。たとえば学校内の連携体制については，単に連携体制を作ることだけが課題では

なく，その前提として職員間が自傷に関して互いに共通した知識をもつ必要がある。というの

も，坂口（2015）が述べているとおり，教師，養護教諭，スクールカウンセラー，それぞれの

職種間で自傷対応における認識や感情が異なり，互いが望む連携のあり方が食い違う可能性に

配慮する必要があるからである。具体的には，各々の認識や感情の違いを否定するのではなく，

その視点の違いを認め，自傷を行う児童生徒に関わる教職員同士が互いに補い合うという方向

性を校内で確認することが必要と思われる。

　したがって，教育現場において，児童生徒の自傷に効果的に対処するためには，上述したよ

うな自傷の定義や関連する問題行動，およびその背景要因に関して，校内研修等を通して共通

理解を築くこと，そしてその上で児童生徒との信頼関係を形成していくことが重要である。

５　学校における自傷対応研究の今後の課題

　以上，本研究では，自傷の定義の問題，諸外国と我が国の自傷の実態や関連する問題行動，

および背景要因という観点から，自傷研究を概観してきた。以上をふまえ，以下，教育現場に

とってさらに必要と思われる自傷研究の課題について述べていく。

（1）自傷の定義および理解にかかわる問題

　わが国の学校における自傷研究の中心の１つは，養護教諭を対象とした質問紙調査から実態

把握を目的としたものである。しかし，定義の問題の箇所で指摘したとおり，こうした方法で

は自傷の定義をどのように取るのかにより，結果は大きく異なってくる。また定義の問題と同

一ではないが，類似する教育現場の問題として，養護教諭の自傷行為に対する理解度の問題が

あると考えられる。つまり，自傷行為に対する理解の仕方の違いにより，ある養護教諭が自傷

としてとらえている行為が，他の養護教諭にとっては自傷ととらえられていないという可能性

も大いにあると思われる。これは学校，養護教諭によって自傷対応が異なるということであり，

教育現場で自傷に適切に対応していく上で大きな障壁であると考えられる。

　したがって今後の自傷研究では，養護教諭が具体的にどのような行為を自傷ととらえている

のかを明らかにするとともに，自傷の定義についての知識・理解が深まることで養護教諭の対

応がどのように変化するのかといった研究が必要になると思われる。

（2）養護教諭以外の教員等を対象とした調査の必要性

　その一方で，日常的に児童生徒とのかかわりが多い担任や教師，心理職として心の問題にか

かわるスクールカウンセラーを対象とした研究は，坂口（2013）及び坂口（2015）の他にはほ

とんどみられない。これは海外においても同様で，自傷生徒が抱える援助希求の問題について

は明らかにされているが，教員やスクールカウンセラーによる援助の実態や実情について言及

した研究はほとんどみられなかった。しかし，先に挙げたとおり，自傷にはさまざまな問題行

動やパーソナリティ要因，心理的要因等がかかわるため，養護教諭ばかりでなく，担任や担任
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以外の教員，スクールカウンセラーによる児童生徒への援助は欠かせない。

　したがって，担任など養護教諭以外の教員が児童生徒の自傷にどのようにかかわり対応して

いるのかを調査し，どのようなかかわりが有効であるかを検討することは，学校全体による児

童生徒支援について考える上でも有用と思われる。特に自傷児童生徒やその周囲の子どもたち

への対応，またLuyckx et al.（2015）が指摘するような本人の生き方＝アイデンティティ形

成に配慮した援助については，もっとも児童生徒と近い位置にいる担任を中心とした教師が，

どのように関わることが自傷問題の解決にとって有効なのかを明らかにしていく必要があると

思われる。

　さらに養護教諭を含め，教師が関わるものとしては，援助要請についての研究をさらに進め

ていく必要がある。というのも，たとえば，巻他（2011）の報告によると，自傷支援のきっか

けのうち46.8％が「本人からの申し出」，当該児童生徒の「友人からの相談」が6.1％で，合わ

せると約半数の対応事例は，本人やその友人が養護教諭等に援助を求めていた。このことを逆

に考えると，事例の半数は，本人や自傷を把握している友人から，養護教諭や教師に相談され

てはいないということを意味している。したがって，児童生徒が援助を求めやすい教員とはど

のような特徴を持った教員であるかを明らかにすることは，自傷問題への支援にとっては非常

に重要な視点であると思われる。

　これまで精神保健上の問題として，不登校や発達障害等により支援を要する児童生徒への対

応については，学校全体とそれぞれの職種における具体的な援助・支援，学校内外の連携につ

いて体系づけられてきた。自傷についても同様に，児童生徒への援助・支援や連携について体

系づけて考えていく必要があるだろう。

（3）発達差に留意した研究・支援の必要性

　さらにこれまでの研究から，自傷には，発達や学校段階による差，性差があることが推測さ

れている。たとえばMatsumoto et al.（2008）は，男子は12－13歳にかけて，女子では16歳

以降で自傷経験が増加する可能性を指摘している。つまり，男子は中学生段階で，女子は高校

生段階で自傷が増加するということである。なぜそのような差が生じるのかについては明らか

にされていないが，自傷には男女により異なる要因が働いているという可能性を示唆するもの

と考えられる。

　また，巻他（2011）の報告では，男子児童生徒に対する養護教諭の自傷対応経験事例は小学

校に較べて中学校，高等学校では減少していた。このことは，自傷経験が増加する時期には性

差があるとともに，男子は女子以上に自傷を気づかれず，保健室対応を受けていない可能性が

あるという，実践面における課題を示唆している。これまで自傷はどちらかというと女子の問

題として取り上げられることが多かったが，男子についても注意深くみていく必要があるだろ

う。

　これらの研究を含めて概観していくと，国内外いずれの研究にも発達的な視点が欠けている

と思われる。具体的には，青少年を対象とした先行研究は，中学生から大学生世代を対象とし

た研究が中心となっているが，自傷はいつ頃から生じ始めるのか，自傷の様相や予後には年齢

や発達段階による差異はあるのかといった点については，いまだ明らかにされていない点が多

い。

　たとえば小学生以前の世代の自傷については，韓国のメンタルヘルスケアセンターが実施し
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た７歳児と中学生を対象とした縦断研究（Shin et al., 2009）がみられる程度で，国内外いず

れにおいてもほとんど明らかにされていない。Hawton et al.（2012）やTang et al.（2013）

の調査対象者は10-18歳とされているが，このような年齢区分の報告では年齢層による自傷の

状況の変化等を読みとることはできない。

　児童生徒の自傷経験率，自傷の実態や関連要因の年齢による変化や性差について把握するこ

とは，学校における自傷対応や予防策を検討する上で有用であるが，そのための研究は以上の

とおり，まだまだ不足している。特に初めての自傷は12-13歳前後と報告されていることから

も（穴水・田中，2010b；濱田他，2009；Izutsu et al., 2006；山口・松本，2005），自傷経験

率が増加する前後の時期である小学校高学年児童の自傷の実態把握やこの時期に行われる自傷

の関連要因を明らかにすることは重要であり，急務であるといってよいだろう。
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Abstract

The purpose of this study is to examine the current academic issues of care and support for 

deliberate self-harming（=DSH） children and students in school by reviewing a previous DSH 

studies. First, the authors examined the problem of definitions of DSH, and, then examined the 

actual conditions of DSH children and students and behavior problems related to DHS and its 

background factor. The results show the definition and incidence of DSH are so different 

according to studies, and there are some differences between the definition in medical studies and 

those in educational studies. The results reveal the possibility that some kind of DSH might be 

overlooked in school. In addition, examining behavior problems related to DSH and the factor 

enables teachers and Yogo teachers defect and treat DSH in its early stages through caring such 

behavior problems and factors. And through treating DSH, it is important for teachers and Yogo 

teachers to pay attention to family problems and psychological diseases of students. For future 

study of DSH, it is suggested that Yogo teacher should learn about the DSH through some 

training programs. It is necessary that studies be focus on commitments of general teachers to 

DHS students and their developmental process.
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